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全会計の決算概要と推移

１,２３１,５７７

１,２５５,０３３

１,３８０,５７０

１,４３０,５５１

１,２００,０９１

１,２２５,４７０

令和４年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度 令和 ３ 年度

１,４１４,９７２

１,３７４,６５３

（万円） 令和 元 年度

歳入 歳出

１,４００,０００

１,３５０,０００

１,４５０,０００

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１００,０００

１,１５０,０００

令和 ２ 年度

１,２７３,９６９

１,２４０,２３３

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

１,３７９,４０２

１,４１９,５１９

　令和４年度の一般会計・特別会計（国民健康保険特別会計、北海道介護福

事業特別会計、工業団地造成事業特別会計）・企業会計（水道事業会計、下水道

　企業会計を除いた会計の令和４年度決算総額は、歳入で１４１億４, ９７２

４, ７４９万円の減）となりました。

２



１,２３１,５７７

１,２５５,０３３

１,３８０,５７０

１,４３０,５５１

１,２００,０９１

１,２２５,４７０

令和４年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度 令和 ３ 年度

１,４１４,９７２

１,３７４,６５３

（万円） 令和 元 年度

歳入 歳出

１,４００,０００

１,３５０,０００

１,４５０,０００

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１００,０００

１,１５０,０００

令和 ２ 年度

１,２７３,９６９

１,２４０,２３３

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

１,３７９,４０２

１,４１９,５１９

祉学校特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、住宅団地造成

事業会計）の決算が、９月議会定例会議で認定されました。

万円（前年比４, ５４７万円の減）。歳出で１３７億４, ６５３万円（前年比

３

※企業会計（水道事業・下水道事業）を除いた　
　全会計の合計値です。



一般会計の決算概要

歳入総額は１０８億７, ３８５万円。
前年比１，７５４万円の増。

　一般会計とは行政運営の基本となる会計で、福祉や教育、消防などまちづくりに広く関わる事業に
おける会計です。歳入（収入）総額は１０８億７, ３８５万１, ２６８円。歳出（支出）総額は１０５
億４, ７５０万７, ４７３円となり、差額の３億２, ６３４万３, ７９５円を次年度に繰り越しました。
　なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業財源２０万７, ０００円が含まれているため、実質
収支は３億２, ６１３万６, ７９５円になりました。

町税
１２９,３１８(１１.９)

繰越金
３１,１４７(２.９)

２７３,７４６(２５.２)
８１３,６３９(７４.８)

諸収入
２１,２８０(２.０)
その他
９２,００１(８.４)

地方交付税
３８１,３５２(３５．１)

町債
１４５,２５８(１３.３)

道支出金
８５,６４８(７.９)

国庫支出金
１５３,８２８(１４.１)

地方消費税交付金
３１,１６５(２.９)

その他交付金
１６,３８８(１.５)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１,０８７,３８５

自主財源
依存財源

・寄附金 ３５,６８６(３.３)
・繰入金 ２４,３６０(２.２)
・使用料及び手数料 ２１,２２４(１.９)
・分担金及び負担金 ７,８９１(０.７)
・財産収入 ２,８４０(０.３)

・町民税 ５５,７７２(５.１)
・固定資産税 ５４,２５１(５.０)
・町たばこ税 １０,６４８(１.０)
・都市計画税 ４,９３９(０.５)
・軽自動車税 ３,５８５(０.３)
・入湯税 １２３(０.０)

・地方譲与税 １０,９５９(１.０)
・法人事業税交付金 ２,１４１(０.２)
・環境性能割交付金 ８５４(０.１)
・地方特例交付金 ８４０(０.１)
・ゴルフ場利用税交付金 ８３４(０.１)
・配当割交付金 ３２７(０.０)
・株式等譲渡所得割交付金 ２６４(０.０)
・交通安全対策特別交付金 １２４(０.０)
・利子割交付金 ４５(０.０)

４



歳出総額は１０５億４，７５１万円。
前年比２６７万円の増。

　 歳 入 は、 町 債 や 道 支 出 金 の 増 に よ り、 前 年 度 比 で 約 １, ７ ５ ４ 万 円 の 増 と な り ま し た。
歳入全体の構成は町税や使用料など、町が独自に確保している自主財源の割合が２５. ２％、
地方交付税や国・道からの交付金などの依存財源の割合が７４. ８％となりました。
　歳出は、前年度比で約２６７万円の増となりました。増減が大きい費目としては、衛生費が
約３億７, １７６万円の増、総務費が約４億１, ７５４万円の減となりました。　
　歳出全体の構成は、総務費が最も多く、次に民生費、土木費と続いています。

教育費
７４,７３３
(７.１)

農林水産業費
５６,９２０
(５.４)

消防費
３３,０９６
(３.１)

その他
４３,２２３(４.２)

歳出合計
１,０５４,７５１

[性質別]

歳出合計
１,０５４,７５１

[目的別]

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

・普通建設事業
　１３３,３６２(１２.６)

・災害復旧事業
　４,８８０(０.５)

投資及び出資金、貸付金
１３,５６３(１.３)

維持補修費
３４,６１２(３.３)

投資的経費
１３８,２４２
(１３.１)

繰出金
６８,９６７(６.５）

補助費等
２３４,０８８
(２２.２)

積立金
６０,２２０(５.７)

物件費
１５２,９６８
(１４.５)

扶助費
１１０,６２６
(１０.５)

公債費
１１０,７８３
(１０.５)

人件費
１３０,６８２
(１２.４)

衛生費
９５,９９２
 (９.１)

公債費
１１０,７８３
(１０.５)

総務費
２８５,９９１
(２７.１)

民生費
２０１,５９４
(１９.１)

・商工費 ２８,４６８(２.７)
・議会費 ６,３２３(０.６)
・災害復旧費 ４,８６６(０.５)
・諸支出金 ２,７５１(０.３)
・労働費 ８１５(０.１)

土木費
１５２,４１９
(１４.４)

５



国民健康保険特別会計の決算概要

歳入１４億５, ３２９万円。歳出１４億４, ６９６万円。
６３３万円を翌年度に繰り越しました。

　国民健康保険特別会計とは、国民健康保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　令和４年度末の国民健康保険に加入している世帯数は１, ５８９世帯、被保険者数は２, ５７３人で、
町民の健康保持と増進のため保険給付を行い、医療保障の充実に努めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１４５,３２９

歳出合計
１４４,６９６

その他 １,６８１(１.２)

保健事業費
２,６３６(１.８)

国民健康保険事業費納付金
３９,９３８(２７.６)

保険給付費
１００,４４１(６９.４)

その他 ２８７(０.２)

繰入金
１１,９４３(８.２)

・繰越金 ２６７(０.２)
・使用料及び手数料 ８(０.０)
・財産収入 ８(０.０)
・諸収入 ４(０.０)

道支出金
１０３,６７０(７１.３)

国民健康保険税
２９,４２９(２０.３)

・総務費 １,４２５(１.０)
・諸支出金 ２４８(０.２)
・基金積立金 ８(０.０)

６



北海道介護福祉学校特別会計の決算概要

歳入１億４４２万円。歳出１億４２２万円。
２０万円を翌年度に繰り越しました。

　北海道介護福祉学校特別会計とは、町立北海道介護福祉学校の運営のため、一般会計と区分された
会計です。
　社会情勢などにより入学者数は定員数に満たないものの、介護福祉士人材の求人数は堅調で、開校
以来３４年連続就職率１００％を達成しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１０,４４２

歳出合計
１０,４２２

公債費 １４９(１.４)

教育費
１０,２７３(９８.６)

その他 １,４５６(１３.９)

使用料及び手数料
１,４７８(１４.２)

繰入金
７,５０８(７１.９)

・道支出金 ７５３(７.２)
・分担金及び負担金 ６６０(６.３)
・諸収入 ２２(０.２)
・繰越金 ２１(０.２) 

７



介護保険特別会計の決算概要

歳入１３億７, ９１８万円。歳出１３億１, ９５５万円。
５, ９６３万円を翌年度に繰り越しました。

　介護保険特別会計とは、介護保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一般会計と区分
された会計です。
　適正な要介護認定を行うとともに、要介護・要支援者が能力に応じ、自立した日常生活を営むこと
ができるよう保険給付を行い、福祉の増進に努めました。
　また、将来に要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者を対象に、介護予防を推進しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１３７,９１８

歳出合計
１３１,９５５

諸支出金
３,４１０(２.６)

総務費
１,６０５(１.２) 

基金積立金
２,８２１(２.２)

地域支援事業費
８,６２４(６.５)

保険給付費
１１５,４９５(８７.５)

その他 ７,１１４(５.２)

繰入金
１９,０８６(１３.８)

道支出金
１９,５８８(１４.２)

保険料
２４,７５０(１８.０)

国庫支出金
３４,６６９(２５.１) 

支払基金交付金
３２,７１１(２３.７)

・繰越金 ６,２５７(４.５)
・使用料及び手数料 ４６７(０.４)
・分担金及び負担金 ３８３(０.３)
・諸収入 ７(０.０)

８



後期高齢者医療特別会計の決算概要

歳入２億５, ３６４万円。歳出２億５, ２７８万円。
８６万円を翌年度に繰り越しました。

　後期高齢者医療特別会計とは、後期高齢者医療事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　北海道後期高齢者医療広域連合が主体となって運営していますが、本町では高齢者の健康保持と
増進のため、被保険者の資格管理の窓口事務や保険料の徴収などを行い、医療費の適正化に努め、
健全な医療給付を進めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
２５,３６４

歳出合計
２５,２７８

後期高齢者医療広域連合納付金
２３,１１３(９１.４)

その他 １,７４６(６.８)

繰入金
７,２９５(２８.８)

保険料 
１６,３２３(６４.４)

・諸収入 １,７３６(６.８)
・繰越金 ９(０.０)
・使用料及び手数料 １(０.０)

総務費
２,１６５(８.６)

９



住宅団地造成事業特別会計の決算概要

歳入３，５０６万円。歳出２, ５３２万円。
９７４万円を翌年度に繰り越しました。

　住宅団地造成事業特別会計とは、住宅団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された会計　
です。
　平成２７年１０月より分譲を開始した朝日４丁目住宅団地第４期（全１９区画）は、令和４年度末
までに１６区画を販売しました。
　また、令和５年度より分譲予定の中里住宅団地の設計を行いました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
３,５０６

歳出合計
２,５３２

公債費 
９０１(３５.６)

住宅団地造成事業費
１,６３１(６４.４)

町債
１,０９０ (３１.１)

繰越金
２,４１６ (６８.９)

１０



工業団地造成事業特別会計の決算概要

歳入５，０２８万円。歳出５，０１９万円。
9 万円を翌年度に繰り越しました。

　工業団地造成事業特別会計とは、工業団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された
会計です。
　平成３０年度より分譲を開始した第４工業団地（全７区画）は、令和４年度末までに３区画を　　
賃貸借、２区画を販売しました。
　また、令和５年度より分譲予定の第５工業団地の設計を行いました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
５,０２８

歳出合計
５,０１９

工業団地造成事業費
２,５１３(５０.１)

町債 
２,４００ (４７.７)

公債費
２,５０６(４９.９)

財産収入
１５６ (３.１)

繰入金 
２,４７２ (４９.２)

１１



水道事業会計の決算概要

収入５億１２２万円。支出６億６，７７９万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　水道事業会計とは、水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。
　水をつくりご家庭などに届けるための経費（収益的収支）では差引１，０５７万円となりました。
浄水場の設備更新や配水管の整備などに使用するための経費（資本的収支）では１億７, ７１４万円
の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

収入合計
５０,１２２

支出合計
６６,７７９

３０,７７９(４６.１) ３６,０００(５３.９)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

営業費用
３３,９０４
(５０.８)

１３,０６５(２６.１)

３７,０５７(７３.９)

工事負担金 ５７(０.１)

営業外収益
２,７９１(５.６)

営業収益 
３４,２６６(６８.３)

営業外費用
２,０９６(３.１)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

企業債償還金
１５,１０１(２２.６)企業債

１２,６８０
(２５.３)

建設改良費
１５,６７８(２３.５)

出資金 ３２８(０.７)

１２



下水道事業会計の決算概要

収入８億２, ２３３万円。支出９億９, ３２１万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　下水道事業会計とは、下水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。下水道管
や下水道管理センターの維持管理に必要な経費（収益的収支）では差引１億３，４１５万円となりま
した。下水道管や下水道管理センターの設備更新や取り替えなどに使用するための経費（資本的収支）
では３億５０３万円の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

支出合計
９９,３２１

４６,６８８(４７.０) ５２,６３３(５３.０)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

営業費用
５０,９１２
(５１.３)

１６,１８５(１９.７)

６６,０４８(８０.３)

企業債
７,８７０
(９.６)

営業収益 
４９,５３９
(６０.２)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

国庫補助金
４,７８９
(５.８)

企業債償還金
３５,２４３(３５.５)

建設改良費
１１,４４５
 (１１.５)

負担金等
３３１(０.４)

営業外費用
１,７２１(１.７)

収入合計
８２,２３３

営業外収益
１６,５０９
    (２０.１)

出資金
３,１９５(３.９)

１３



１４



写真でみる

栗山町第 6 次総合計画
の主要施策より

主な実施事業

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名、決算額及び、事業に関連した写真を掲載しています。

１５



決算額４３１, ４２２千円

決算額５２千円

決算額１, ６３０千円

決算額４９６千円

決算額２８, ６４６千円

決算額１００, ７４２千円

広域組合加入による共同処理により、
安定したごみ処理体制を構築します。

防災訓練の実施と、町民の防災知識
の啓発を推進します。

交通安全運動・教育を推進します。

消防団施設の更新など、充実・強化
を図ります。

（令和６年４月から稼働予定の広域焼却施設の建築工事）

（冬季避難所開設訓練の実施）

（交通安全教室の実施）

（全町一斉清掃の実施）

（更新した小型オフロードポンプ車）

（北海道介護福祉学校オープンキャンパスの実施）

計画
事業

5

計画
事業
15

計画
事業
21

計画
事業

6

計画 
事業
20

計画
事業
51

１６

町内会・自治会などによる、地域環
境美化の運動を支援します。

優秀な介護福祉士を毎年 40 名輩出
し、これからの高齢化社会を支える
人材を創出します。



決算額２１千円

決算額５, １６５千円

決算額３，９６５千円

決算額２２, ４３４千円

決算額７, ４４８千円

決算額１９，０７９千円

年齢や技術・技能の段階に応じた生
涯スポーツを推進します。

少年ジェット派遣事業を行います。

町民が芸術文化に親しむことのでき
る環境づくりを推進します。

脳血管疾患・循環器疾患・糖尿病な
どの予防を推進します。

（キッズクラブ「田植え」の実施）

（全町ミニバレーボール大会の実施）

（中高生１０名のオーストラリアへの派遣）

（自然体験プログラムの提供）

（ひなまつりコンサートの実施）

（健診の実施）

計画
事業
55

計画
事業
67

計画
事業
77

計画
事業
72

計画 
事業
65

計画 
事業
80

１７

自然・社会体験など、青少年の体験活
動の機会を提供します。

「ふるさと自然体験教育」の推進と、
拠点施設「雨煙別小学校 コカ ･ コー
ラ環境ハウス」の利活用を図ります。



決算額９，０４０千円

地域の見守り・支え合い活動の充実
を図ります。

（まちなかカフェ事業（サンタの笑顔）の支援）

決算額１６５, ５２６千円

決算額１３３，０４０千円

決算額８, ５３３千円

決算額２９, ７３６千円

決算額４, ９１７千円

地域に必要な医療水準の維持に努め
ます。

栗山の特性を生かした良質な農産物
の生産を推進します。

障がい者の社会参画と自立支援に取
り組む団体・事業者などを支援しま
す。

（農業機械導入の支援）

（あたまイキイキ教室の実施）

（こころの悩み研修会の実施）

計画 
事業
101

計画 
事業
88

計画 
事業
112

計画 
事業
94

計画 
事業
108

計画 
事業
106

１８

（栗山赤十字病院への助成） （児童クラブの運営）

高齢者が要介護状態にならないよう、
介護予防事業を推進します。

児童の健全な遊び・活動の場と、放
課後の居場所づくりを進めます。



決算額１５，７６９千円 決算額２１, ３７６千円

決算額１１，１８２千円 決算額２, ２８８千円

決算額２７０，３８３千円

賑わいにあふれ魅力ある商店街づく
りを推進します。

新たな推進体制を構築するなど、観光
事業の充実を図ります。

栗山町への移住・定住を促進します。 労働者の労働環境の向上を図ります。

公営住宅の整備・改修を行います。

（まちなかレストランの実施） （秋まつりの支援）

（移住フェアへの出展） （雇用実態調査の実施）

（建て替えた中央団地）

計画
事業
129

計画
事業
131

計画 
事業
141

計画 
事業
122

計画 
事業
125

決算額７９，０６２千円

町営バスの充実を図り、交通弱者の
移動手段を確保します。

（コミュニティバスの運行）

計画
事業
139

１９



決算額６７，３０８千円 決算額１２，５０５千円

決算額３０千円決算額４０３, ８６６千円

個別排水処理施設整備を推進します。

ＮＰＯ法人などの公益活動に対する
支援をします。

新町地区の再開発整備事業に取り組
みます。

( 合併処理浄化槽の新設） （河川の土砂等の撤去）

（ＮＰＯ法人向け活動応援セミナーの実施）（整備した「栗山煉瓦創庫くりふと」）

計画 
事業
152

計画 
事業
150

決算額１３, ３４９千円決算額５９９千円
（コミュニティ放送局開設に向けたＰＲイベントの実施）（職員研修の実施）

計画 
事業
186

計画 
事業
165

計画 
事業
175

２０

計画 
事業
151

時代に対応できる行政職員を育成し
ます。

河川環境の改善・水害防止に努める
とともに、自然河川づくりを推進し
ます。

コミュニティ放送により、町民との
情報共有手段の充実を図ります。



グラフでみる

まちの財政状況

２１



基金残高の推移（一般会計）

基金の年度末残額は２１億９８０万円。
前年比３億５, ８９７万円の増になりました。

　安定した財政運営を進めるための貴重な財源として、決算に伴う余剰金の一部や、寄附金などを
原資として積み立てた基金の年度末残高は、一般会計分で２１億９８０万円になり、前年度比で
３億５, ８９７万円の増となりました。
　なお、令和４年度における取り崩し額は２億４, ３５６万円で、積み立て額は６億２５３万円です。

１５

　９

　６

　３

　　　　　　０

２１

１８

１２

（億円） 　令和 ３ 年度　平成２７年度　平成２８年度　平成２９年度　平成３０年度 　令和 ４ 年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

２１.１

５.４

１３.５８.８

　令和 元 年度

２.２

積立額
６.０

取崩額
２.４

　令和 ２ 年度

９.６

３.８

５.６

０.２

１０.３

３.１

６.９

０.２

９.９

３.３

６.４

０.２

９.４

３.１

６.０

０.３

１２.２

６.４

５.４

０.４

※億万円単位の決算額より算出のため端数が
　合わない場合があります。

１０.１

４.４

５.４

０.３

１７.５

９.５

６.２

１.８

２２



町債残高の推移（全会計）

町債の年度末残高は１５２億８５２万円。
前年比８, ０２４万円の減になりました。

　町債（町の借り入れ金）には、毎年の財源負担を平均化する役割と、現在と将来の町民負担を公平
にする役割があり、町では財政状況を悪化させないよう、町総合計画や行財政改革推進計画等に
基づき、計画的な借り入れを行っています。
　町債の年度末残高は全会計分で１５２億８５２万円となり、前年比で８, ０２４万円の増となりま
した。

２００

１６０

１２０

８０

４０

０
　平成２７年度 　平成２８年度 　平成２９年度 　平成３０年度 　平成 元 年度 　 令和 ４ 年度

一般会計 特別会計 企業会計

１０９

２

４１

１５２

　令和 ３ 年度（億円） 　令和 ２ 年度

１５１

４４

２

１０５
１０９

６５

１７３

１

１０８

５７

１６８

３

１６３

５３

３

１０７

１５７

５０

２

１０５

１５２

４７

２

１０３
１０９

６０

１７２

３

２３



財政健全化法に基づく指標からみた財政の健全化状況

まちの財政は「健全基準」にありますが、
依然として厳しい財政状況が続いています。

　財政の健全さを計る指標を導入し再建の枠組みを定めた「財政健全化法」に基づき、町の財政状況
を分析しています。
　本町では、計画的かつ健全な財政運営に努めていますが、実質公債費比率は依然として全道市町村
平均を上回っていることから、厳しい財政状況が続いています。

指　　標 指標の説明
全道市町村

の平均
(Ｒ３決算 )

比　 率
(Ｒ４決算 )

基準値
早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

一般会計を対象とした実質
赤字の標準財政規模に対す
る比率

全会計を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する
比率

一般会計が負担する元利償
還金などの標準財政規模に
対する比率

一般会計が将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規
模に対する比率

資金不足額（赤字額）の事
業規模に対する比率

実質赤字比率 １４.９９％

１９.９９％

２０％

２５％

３５０％

６.９％

２６.７％

該当無

基準値
以上の
団体無

基準値
以上の
団体無

該当無

該当無

８.３％

２５.６％

２０％

３０％

３５％

連結実質赤字比率

将来負担比率

資金不足比率

実質公債費比率

( 水道・下水道事業、住宅
団地・工業団地造成事業）

健
全
化
判
断
比
率

２４



　南空知９市町の令和３年度普通会計決算概要

岩見沢市

由仁町

夕張市

三笠市

美唄市

長沼町

栗山町

南幌町

月形町

出典：北海道庁ホームページ「北海道内の市町村の財政状況」より

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

10,336 人

10.8 %

（全道 43 位）

41.6 %

（全道 47 位）

人口 (R4.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

11,308 人

10.3 %

（全道 54 位）

33.2 %

（全道 61 位）

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,055 人

68.3 %

（全道 1位）

274.0 %

（全道 1位） 

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

4,871 人

14.5 %

（全道 5位）

83.1 %

（全道 11 位）

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,378 人

10.2 %

（全道 57 位）

95.8 %

（全道 7位）

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

78,112 人

9.4 %

（全道 81 位）

75.4 %

（全道 17 位）

 

人口 (R4.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,930 人

9.2 %

（全道 83 位）

24.6 %

（全道 73 位）

人口 (R4.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

20,001 人

12.4 %

（全道 20 位）

88.8 %

（全道 10 位）

人口 (R4.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

2,955 人

3.4 %

（全道 170 位）

-

（全道順位無）

２５

参考
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　　 　　ＴＥＬ：０１２３－７３－７５０３（直通）　 ＦＡＸ：０１２３－７２－３１７９（代表）
　　 　　ＷＥＢ：http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/　※ホームページにも本冊子の内容を掲載しています。

本冊子は、令和４年度の決算概要をご理解いただくため、要点を絞り作成しました。
詳しい内容については、資料編「令和４年度主要な施策の成果表」をご覧ください。
なお、お寄せいただいたご意見、ご感想などを次年度の冊子作成の際の参考とさせていただきます。
町の財政情報を的確に、そして、分かりやすくお知らせしていくためのご意見などをお待ちしております。


